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資料の内容

就業規則作成の基礎
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オープニング

就業規則とは 職場のルールを文書にしたものです

就業規則とは、労働者の賃金や労働時間などの労働条件に関することや、職場内の規律などについて定めた、職場における規則集です。

労使双方がこれを守ることで、労働者が安心して働くことができ、無用のトラブルを防ぐことができます。

就業規則は古いまま、規定と実態がズレたままだと、未払いと定着難のリスクが高まります。

3つの判断

① 未払いリスクの
線引きが分かる

移動・待機・準備・研修。
「払うべき時間か」を客観的
に判断できるようにします。

② 見直す条文が分かる

どの条文を、どの法改正・
助成金要件に合わせて
直すかを整理します。

③ 使える支援を判断できる

助成金活用を検討する際に、
就業規則の整備が必要。

！就業規則は「守るための義務」であり、助成金活用の入口でもあります

助成金の多くは、就業規則・賃金規定・年休管理などの整備を前提にしています。
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第1部 就業規則

常時10人以上の事業場が対象 4つの手続きと周知の記録が必要

就業規則で留意すべきことは、作成・意見聴取・届出・周知と、周知の記録です。

1 作成・変更

法令と実態に合わせて

条文を直します。

残す記録：新旧対照表

2 意見聴取

過半数組合、なければ

過半数代表者から意見

書を。残す記録：意見

書の原本

3 届出

所轄の労働基準監督署

へ。事業場ごとに提出

します。残す記録：受

付印のある控え

4 周知

掲示・配付・電子で、

いつでも見られる状態

に。残す記録：周知し

た日と方法

！未作成・未届出は30万円以下の罰金の対象です（労働基準法120条）

常時10人以上の労働者を使用する事業場に、作成・届出の義務があります。「10人」にはパート・アルバイトも含め

て数えます。

労働者に不利益な変更をするときは、合意が原則です

▸ 賃金の引下げ、手当の廃止、固定残業代の組替えなどは、原則として労働者の合意が必要です。

▸ 合意がない場合は、変更後の就業規則を周知したうえで、不利益の程度・変更の必要性・内容の相当性・労使交渉の

状況などに照らした合理性が求められます。

▸ 「説明会をやった」だけでは足りません。何をどう説明し、どんな意見が出たかを記録に残します。

手続きは事業場ごとです。本社で一括して作っても、現場の事業場ごとに意見聴取と届出が必要になる場合があります。

出典：厚生労働省「モデル就業規則（令和7年12月版）」 4



第1部 就業規則

就業規則の絶対的必要記載事項 「定めの有無にかかわらず」必ず記載する3分野

労基法第89条の必須項目です。留意すべきポイントは「実態と違う条文がないか」です。

◎ 絶対的必要記載事項とは

この3分野を欠いたまま作成・届出をすると、就業規則自体が労基法違反になります。

① 労働時間関係

始業及び終業の時刻、休憩時間、

休日、休暇並びに交替制の場合には

就業時転換に関する事項

建設業ポイント

・現場ごとの始業・終業時刻と記録

方法を明記

・雨天中止など臨時休業の取扱いを

規定

・1年単位変形労働時間制等も検討

② 賃金関係

賃金の決定、計算及び支払の方法、

賃金の締切り及び支払の時期、

並びに昇給に関する事項

建設業ポイント

・日給月給制・出来高払い等の支払

方法を明記

・雨天中止時の賃金・休業手当の判

断ルールを明記

・固定残業代は時間数・金額・超過

分を明記

③ 退職関係

退職に関する事項

（解雇の事由を含む。）

建設業ポイント

・現場閉所・工事完了に伴う契約満

了の扱いを明記

・有期雇用者は雇止め予告（30日前、

3回以上更新等）を確認

・試用期間中の解雇（14日基準）を

明記

！3分野はどれか一つでも欠けると、届出時に是正を求められる可能性があります

定めの有無にかかわらず必ず記載しなければならないのがこの3分野です。次のスライドでは、「定めをする場合に記載が必要」な相対的

必要記載事項8分野を解説します。

出典：労働基準法第89条／厚生労働省「モデル就業規則（令和7年12月版）」 5



第1部 就業規則

就業規則の相対的必要記載事項 「定めをする場合」に必ず記載する8分野

◎ 相対的必要記載事項とは、社内制度を設けたら内容を就業規則に落とし込む必要がある項目です。

① 退職手当関係

適用範囲、決定・計算・支払

方法、支払時期に関する事項

建設業ポイント

建退共など中退共の加入状

況を明記

② 臨時の賃金・最低賃金額

臨時の賃金（賞与）及び最

低賃金額に関する事項

建設業ポイント

産業別（特定）最低賃金の

適用を確認

③ 費用負担関係
食費、作業用品その他の負

担に関する事項

建設業ポイント

安全靴・ヘルメット等の負

担区分を明記

④ 安全衛生関係
安全及び衛生に関する事項

建設業ポイント

元請の安全衛生体制・新規

入場者教育と整合

⑤ 職業訓練関係

職業訓練に関する事項

建設業ポイント

技能講習・特別教育・資格

取得支援を明記

⑥ 災害補償・傷病扶助

災害補償及び業務外の傷病

扶助に関する事項

建設業ポイント

一人親方・特別加入者は労

働者と区分して管理

⑦ 表彰・制裁関係

表彰及び制裁の種類及び程

度に関する事項

建設業ポイント

安全表彰の基準・重大事故

時の懲戒事由を明確化

⑧ その他

事業場労働者すべてに適用

されるルールに関する事項

建設業ポイント

副業・兼業、カスハラ対策

（近隣住民等）を追記

出典：労働基準法第89条／厚生労働省「モデル就業規則（令和7年12月版）」 6



第1部 就業規則

「その時間は労働時間か」 4つの事実で判定します

① 移動時間 ― 会社の指示があるか、自由に使えるか

集合場所を指定し、そこから現場へ向かわせるなら労働時間になり得ます。直

行直帰で移動中が自由なら該当しにくくなります。

② 待機時間 ― 指揮命令下に置かれているか

資材待ち・天候待ちでも、その場を離れられない、連絡に応じる義務がある

なら労働時間として扱います。

③ 準備・片付け ― 義務付けられた作業か

朝礼、KY活動、工具の積込み・洗浄などを義務付けているなら、その時間は

労働時間として管理します。

④ 研修・安全教育 ― 参加が義務か、自由参加か

参加しないと不利益がある、事実上断れないという運用であれば、自由参加と

は言えず労働時間になります。

！規定を作る前に、実態を確認してください

勤怠記録と規定が食い違ったままでは、どちらも守れません。どちらに合わせるのかを会社が決めます。

出典：厚生労働省「建設業の時間外労働の上限規制に関するQ&A」Q1-4
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第1部 就業規則

時間外労働の上限規制 建設の事業でも、2024年4月から時間外労働の上限規制適用

原則は月45時間・年360時間。特別条項を結んでも、次の4つは超えられません。

720
年720時間以内

（休日労働を除く）

100
月100時間未満

（休日労働を含む）

80
2〜6か月平均

80時間以内

6
月45時間超は

年6回まで

労務管理者が見るべきことは、月末集計ではなく「早期警告」です

▸ 月末に集計しても、超えた事実は取り消せません。月の途中で気づく運用にします。

▸ 上限の8割に達した時点で、本人・現場責任者・労務担当へ通知する仕組みをつくります。

▸ 年6回のカウントは、協定の対象期間（１年間）で管理します。

！720時間は休日労働を「除く」／100時間未満と平均80時間以内は休日労働を「

含む」 同じ「時間外」でも数え方が違います。

36協定は「締結して労基署に届け出て」はじめて有効です。適正に選出した過半数代表者等
と締結し、所轄労基署へ届け出ます。

※ 使用する様式（第9号／第9号の2、災害復旧・復興を含む場合は第9号の3の2／第9号の3の3）は、厚生労働省HPに掲載してあります。

出典：厚生労働省「建設業 時間外労働の上限規制 わかりやすい解説」 8



第1部 就業規則

休日出勤の割増 「法定休日か法定外休日（所定休日）か」で変わります

率の取り違えは、未払い賃金の最も多い原因です。

時間外労働 25%以上

法定労働時間（1日8時間・

週40時間）を超えた分。

所定を超えても法定内なら

割増は不要です。

法定休日労働 35%以上

就業規則で特定した法定休

日に働かせた分。

所定休日の出勤は時間外扱

いになります。

深夜労働 25%以上

22時から翌5時。

時間外と重なれば、25%＋

25%で50%以上に

なります。

月60時間超 50%以上

中小企業も令和5年4月から

適用済みです。

法定休日労働の時間は、60

時間の算定に含みません。

！「土曜に出たから35%」は誤りです 週の労働時間が40時間を超える場合は25％、40時間以内であれば割増なし

（就業規則による）週休2日で日曜を法定休日と定めている会社であれば、土曜出勤は法定休日労働ではありません。

振替休日と代休は、割増賃金の扱いが違います。

▸ 振替休日 ― 事前に休日と労働日を入れ替える。休日労働にならないため、法定休日の割増は発生しません。

▸ 代休 ― 休日労働をさせた後で別の日を休ませる。休日労働の事実は残るため、割増賃金の支払いが必要です。

▸ 「振替」と言いながら事後に休ませているケースが実務では多く、未払いの温床になっています。

就業規則の割増率・賃金台帳・給与計算システムの設定を、同じ内容にそろえてください。どれか一つが古いと、そこか
ら未払いが生まれます。
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第1部 就業規則

年5日の時季指定年次有給休暇 基準日から逆算で管理

年度末に不足が判明しても間に合いません。

対象は「年10日以上付与される労働者」です
管理監督者も、有期雇用労働者も、要件を満たせば対象になります。パートでも

所定日数によっては10日以上付与されます。

就業規則に書くこと

会社から時季指定をする

場合は、対象となる労働

者の範囲と指定の方法を

記載します。

年休管理簿の法定3項目

① 基準日 ② 取得時季

③ 取得日数

実務では残日数も併せて

管理を。

基準日からの逆算

基準日＋6か月の時点で取

得2日未満の人を抽出し、

本人と現場に取得予定を

出させ、未取得者を把握

します。

！年休管理簿の整備は、助成金の要件でもあります

働き方改革推進支援助成金の業種別課題対応コースは、交付申請の時点で年休管理簿を作成し、

年5日取得に向けて就業規則等を整備していることが要件です。

「取れる人が取る」運用のままでは、年5日は達成できません。未取得者を早く見つけ、現場
に取得を指示する運用に変えてください。

出典：厚生労働省「年次有給休暇の時季指定について就業規則に記載しましょう」 10



第1部 就業規則

カスハラ対策 令和8年10月1日から義務化
会社のトップが会社として対応体制を決めるテーマです。

カスハラの3要素 ― 3つすべてに当てはまってはじめてカスハラです。

① 顧客等の言動 ② 社会通念上許容される範囲を超える ③ 就業環境が害される

※ 正当な苦情・申入れは拒否しません

① どこへ連絡するか

相談窓口を決めて周知します。

該当性に迷う事案も

広く相談対象にしてください。

② 誰が引き取るか

現場の一人に抱え込ませま
せん。会社として引き取る
体制を。会社トップ・管理
職の関与が重要です。

③ どう対応するか

事実確認、被害者への配慮、

再発防止、プライバシー保護、

不利益取扱いの禁止まで。

！工事現場の近隣住民も「顧客等」に含まれ得ます

取引先の担当者だけでなく、事業に関する問い合わせをする方や施設の近隣住民も対象になり得

ます。建設業では、この点がとくに実務に直結します。

就業規則の見直しは、既存規定との整合確認が先です

▸ 会社が整えるのは、方針の明確化と周知、相談体制、事後対応、悪質事案への対処、併せて

講ずる措置の5区分・10項目です。

▸ 既存の服務規律との整合を確認することが先です。

出典：厚生労働省「カスタマーハラスメント対策、求職者等セクシュアルハラスメント対策が義務化されます！」 11



第2部 助成金

助成金 働き方改革に活用します

返済不要になり得る公的資金ですが、順番を間違えると受給できません。最初に押さえるべき基本です。

第2部でご紹介する4つの制度 ― この後、次の順番でご紹介します

① 業務改善助成金（P13）、② 業種別課題対応コース：建設業（P15）、③ キャリアアップ助成金（P16）、④ ＋αの補助金（P17）

融資との違い

要件を満たして適正に受給すれば、原則

として返済不要です。ただし審査があり

取消し・不正受給等では返還が必要です。

順番の原則
交付決定前の発注・契約・導入は対象外

になる制度が多くあります。

「先に買ってしまった」が不支給の最多

パターンです。

迷ったら

長野労働局、当センターへご相談くださ

い。

長野働き方改革推進支援センター

0120-088-703

！手続きの順番は制度ごとに違います。ここだけは思い込みで動かないでください。

例：キャリアアップ助成金は取組日の前日までに計画提出。

当センターは「中小企業主と一緒に考える機関」です。申請代行は行いませんが、制度選び・要件確認・計画づくりを無料で伴走します。

電話・来所相談は何度でも無料です 長野働き方改革推進支援センター フリーダイヤル 0120-088-703 ／ FAX 026-219-3096
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第2部 助成金

業務改善助成金 受付は終了、来年に備えます

「今から申請」ではなく「今から準備」。動き出しが遅いと来年も間に合いません。

令和8年度の申請期間は10月1日で終了

申請期間は令和8年9月1日から、地域別最低賃金の発効日の前日または11月30日のいずれか

早い日まで。長野県は最低賃金の発効日の前日（10/1）をもって受付が終了します。

制度の中身は来年に向けて押さえておいてください。内容は毎年変わる可能性があります。

▸ 事業場内最低賃金を50円以上引き上げ ＋ 生産性向上の設備投資 → 最大600万円。

▸ 令和8年度は、50円・70円・90円の3コースに再編されました。長野県の場合、助成率は

3/4。▸ 令和8年度は、引上げ対象労働者は雇用保険被保険者（原則、雇入れ後6か月経過）

に限られました。また、一般車両・貨物自動車は対象外となりました。（特殊用途自動車は

要事前確認）

！長野県では助成率4/5の区分は事実上使えません

最低賃金引き上げ前の令和7年長野県最低賃金は1,061円でした。最低賃金が1,050円未満

の事業場は原則ありませんので、助成額の算定は3/4を前提に立ててください。

来年に向けて、今から決めておくこと（申請直前では間に合いません）

▸ 対象になり得る労働者の洗い出しと、雇用保険被保険者資格の確認 ▸ 導入したい設

備の見積取得と、生産性向上効果の言語化 ▸ 賃金台帳・就業規則・賃金規定の整合確

認（事業場内最低賃金の定めがあるか） ▸ 賃上げ額の資金繰りシミュレーション

出典：厚生労働省「令和8年度業務改善助成金のご案内」 ※申請受付状況は長野労働局にご確認ください 13



現場作業・施工の効率化（重機・機械の導入）
新型油圧ショベル機（後方超小旋回）の導入に業務改善助成金を活用

導入前課題 : 狭小地や太陽光発電のケーブルピット掘削など、手作業で
の掘削に多くの時間を費やしていた。

導入後効果 : 3.5m以下の狭い路上でもスピーディーかつ安全に作業が
可能となり、繰り返し作業の時間を約30％短縮。高い所・深い所の作業
も効率化。

効果 : 手作業から機械化できたことで、作業時間が1/5程度〜半減以
下に大幅短縮され、工期短縮と労働負荷の軽減を達成。

① 業務改善助成金の活用例

効率UP

厚生労働省HP 『業務改善助成金 助成事例』より抜粋 0000179035.pdf
14
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第2部 助成金

建設業専用のコースがあります

働き方改革推進支援助成金 業種別課題対応コース（建設業）

交付申請期限 令和8年11月30日 午後5時 ※予算に制約があるため、11月30日以前に予
告なく受付を締め切る場合があります。

対象事業主 ― 就業規則と年休管理簿の整備が「交付申請時点で」必要です

▸ 労災保険の適用を受ける、工作物の建設事業を主たる事業とする中小企業事業主

▸ 交付申請の時点で、すべての対象事業場において年5日の年休取得に向けて就業規則等を

整備し、年休管理簿を作成していること

▸ 就業規則が古いと、助成金の入口に立てません

助成上限額の例（成果目標：月60時間超の削減）

改善幅に応じて 150万円 / 200万円 / 250万円

ほかにも複数の成果目標が設定されています。

無理なく達成できる目標を選んでください。

建設業での活用事例

▸ 土木工事積算システムの導入で積算業務を削減

▸ 測量杭打ち機、重機用センサーユニットの導入

▸ 勤怠管理システムによる労働時間の把握

！順番を間違えないでください

① 就業規則と年休管理簿の整備状況を確認 → ② 削減したい時間と対象業務を特定 →

③ 設備・システムの見積を取得 → ④ 交付申請（発注はその後の交付決定を待ってから）

出典：厚生労働省「令和8年度 働き方改革推進支援助成金 業種別課題対応コース（建設業）のご案内」 ※電子申請Jグランツ対応 事業実施は令和9年1月31日まで 15



第2部 助成金

正社員化の助成は「転換したあと」ではなく「転換する前」で決まります。

キャリアアップ助成金 ― 非正規から正社員への場面で活用

手順を1つでも飛ばすと支給されません ①就業規則に転換制度を定める → ②計画を提出する → ③規
定に基づき転換する → ④6か月分の賃金支払後に申請

正社員化コース（中小企業・1人当たり）

有期 → 正規

重点支援対象者 80万円／それ以外 40万円

無期 → 正規

重点支援対象者 40万円／それ以外 20万円

賃金規定等改定・賞与退職金コース

基本給を3%以上増額改定 4万円〜

（6%以上の改定で7万円）

賞与・退職金制度の導入

1事業所あたり 40万円

！間違えやすいのはこの2点です

① 就業規則等に正社員転換制度を定め、その規定に基づいて転換すること。制度がない

まま転換しても対象になりません。

② キャリアアップ計画は転換日の前日までに提出。支給申請は転換後6か月分の賃金支払

日の翌日から2か月以内です。

先に決めること

▸ 正社員にしたい人がいるか、就業規則に転換制度があるかを確認する。

▸ 転換日を先に決めない。計画提出期限から逆算して決める。

▸ 支給額・様式は改定されることがあります。着手時点で最新版を確認してください。

出典：厚生労働省「キャリアアップ助成金のご案内」 ※申請は窓口持参・郵送・電子申請（雇用関係助成金ポータル）に対応 16



第2部 助成金

＋αの補助金 長野県と国で、+αの補助金があります

長野県 賃上げ環境整備促進補助金（基本型）
【業務改善助成金への長野県独自の支援】

申請期限 令和9年1月20日

事業完了 令和9年2月20日／実績報告 令和9年2

月26日

対象：引上げ前の事業場内最低賃金が1,112円以

上1,500円未満の中小企業事業者

要件：30円以上の引上げ ＋ 設備投資・人材育

成等

1,112〜1,170円未満 補助9/10（認定10/10）

1,170〜1,500円未満 補助3/4（認定4/5）

上限80万〜800万円（1,170円以上に引上げた場

合は96万〜960万円）

連絡先：050-5805-4878

エイジフレンドリー補助金（60歳以上の労働者
向け）【高年齢労働者の安全・健康対策としての支援】

申請期限 令和8年10月31日（開催日により受

付終了の場合あり）

専門家総合対策コース第1段階は8月31日で終了

済み

支払請求書類の提出期限は令和9年1月31日

Ⅰ 専門家総合対策 第1段階4/5・第2段階1/2

／合計上限100万円

Ⅱ 熱中症対策 補助1/2／上限100万円

Ⅲ コラボヘルス 補助3/4／上限30万円

対象：1年以上事業を実施し、役員を除く60歳

以上の自社労災適用労働者が常時1名以上

連絡先：03-6381-7507

！県の補助金は、先に2つの宣言を「申請」しておく必要があります。

①社員の子育て応援宣言 ②パートナーシップ構築宣言。登録前は申請確認書類で代替できますが、事業完了期限までに登録・サイト掲

載が必要です。補助率10/10等は職場いきいきアドバンス・くるみん・えるぼし・ユースエール等の認定が条件です。

出典：長野県「賃上げ環境整備促進補助金（基本型）のご案内」／厚生労働省「令和8年度エイジフレンドリー補助金」 伴走相談：Bizサポ 050-5805-4878 17



長野県賃上げ・業務改善支
援センターの紹介

国の業務改善助成金の支給
決定額に対して、最大20％
の上乗せ補助を行っています。

支援制度 概要 最大助成・補助金額

国の「業務改善助成金」
生産性向上のための設備投資等を行い、事業場内最低賃
金を一定額以上引き上げた場合に支給。

最大 600万円

長野県「上乗せ補助（認証企業特例
等）」

県の「社員の子育て応援宣言」や「パートナーシップ構
築宣言」等を行っている企業への追加補助。

国支給決定額の1/10〜
2/10 (最大 120万円上乗せ
)

長野県「賃上げ環境整備促進補助金（
基本型）」

国の助成金活用や県独自基準（事業場内最低賃金1,170
円以上への引き上げ等）を満たした場合の県上乗せ支援
。

最大 960万円
18



クロージング

逆引き表
「何が起きたら、就業規則のどこを見るか」を1枚にしました

きっかけ（法改正・助成金） 就業規則等で整える項目 本日の該当

カスハラ対策の義務化（R8.10.1 施行済み） 防止方針・相談窓口・対応手順（懲戒規定は既存規定との整合を確認） P11

年5日の年次有給休暇／建設業コースの要件 時季指定の対象・方法、年休管理簿の整備（法定3項目） P10・P15

割増賃金の未払い防止
割増率（時間外25%・法定休日35%・深夜25%・月60時間超50%）、法定
休日の特定、振替と代休の区別

P9

上限規制・36協定 就業規則：時間外・休日労働をさせる根拠／別途：36協定の締結・届出 P8

キャリアアップ助成金 正社員転換制度（転換の要件・手続き・時期）を明記 P16

最低賃金の改定／業務改善助成金 事業場内最低賃金の定めと、改定後の賃金規定の見直し P13・P17

労働時間の解釈について 移動・待機・準備・片付け・研修の労働時間性と、勤怠記録の方法 P7

！この表の中で、未着手の行を「ひとつだけ」選んでください。
全部やろうとすると止まります。

見直す条文や書き方に迷ったら、当センターの訪問コンサルティングで一緒に確認します（0120-088-703） 19



クロージング

明日決めること 3行でまとめます

「放置すると何が危ないか」
例：移動時間の扱いが実態と違い、未払い賃金のリスクがあります。

「まずどこを直すか」
例：労働時間の定めと、法定休日の特定を見直します。

「使える支援はあるか」
例：設備投資には助成金が使える場合があります。相談は無料です。

ご紹介した制度 ― 「今動く」と「来年に備える」を分けて判断してください

制度名 開催日時点の確認事項 規模の目安 申請先

働き方改革推進支援助成金（建設業コース） 受付中／令和8年11月30日17時まで 成果目標①で150〜250万円 長野労働局

エイジフレンドリー補助金 受付中／令和8年10月31日まで 上限30万〜100万円 補助金事務センター

キャリアアップ助成金 通年／転換日の前日までに計画提出 有期→正規で最大80万円／人 長野労働局

長野県 賃上げ環境整備促進補助金 受付中／令和9年1月20日まで 上限80万〜960万円 長野県（Bizサポ）

業務改善助成金 令和8年度分は受付終了／来年度に備える 最大600万円（長野県は助成率3/4） 長野労働局

長野働き方改革推進支援センター フリーダイヤル 0120-088-703 ／ FAX 026-219-3096 ― ご相談・訪問コンサルティングは無料です

20



クロージング｜番外編

発注者・元請への説明 大事な仕事です

厚生労働省・国土交通省のリーフレットを、工期・金額の協議に活用します
裏面「建設業」の記載

【抱える問題】

工期が短いと、土日も働かなければならず、長時間労働に

つながります。

【わたしたちにできること】

工事を受注・発注するときは、ゆとりをもった適正なスケ

ジュールに。

また、受注・発注に当たっては適切な金額での契約を心が

けてください。

発注者・元請・施主へ説明するための資料です。
見積提出時や工期協議の場で、国の資料として添えてく
ださい。
自社の都合ではなく、適正工期の説明に使えます。

出典：厚生労働省・国土交通省

「みなさまにお願いがあります！」リーフレット

特設サイト「はたらきかたススメ」から入手できます

長野働き方改革推進支援センター フリーダイヤル 0120-088-703 ／ FAX 026-219-3096 ― ご相談・訪問コンサルティングは無料です
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参考資料

参考リーフレット2点
厚生労働省・都道府県労働局の公式リーフレットです

建設事業主等に対する助成金のご案内（令和8年度）

【掲載内容】

トライアル雇用助成金、人材確保等支援助成金、

人材開発支援助成金など

【活用シーン】

主要な助成コースを一覧にしています。

窓口相談や制度説明の際に、そのままお渡しいただける

配布資料です。

助成金の全体像を示す入口として、ご活用ください。

！除雪機導入も業務改善助成金の対象になり得ます

建設業・農業・介護事業など、複数業種の活用事例を紹介

しています。

除雪作業の時間短縮や身体的負担の軽減につながった実例

として紹介できます。

出典：厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

「建設事業主等に対する助成金のご案内」／厚生労働省「業務改善助成金の活用事例（除雪

機）」

詳しくは厚生労働省または都道府県労働局のホームページでご確認ください

長野働き方改革推進支援センター フリーダイヤル 0120-088-703 ／ FAX 026-219-3096 ― ご相談・訪問コンサルティングは無料です
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時間外・休日労働時間の
月平均80時間超えは
『過労死ライン！』
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【過労死ラインの初期症状】
以下の症状は過労死ラインの初期症状とされています

（1）疲れがとれなくなっている
（2）記憶力が低下し、アイデアを創出することができなくなる
（3）機転が利かなくなり、うっかりミスをしてしまうことが多くなる
（4）イライラや不安が多くなり、人間関係がぎくしゃくし始める
（5）夜になっても仕事を忘れられず、緊張状態が続いてしまう
（6）睡眠の質が悪くなる

労働者本人の自己申告も大切ですが、周囲が気づき、積極的に休みを
とるようにすすめることも重要です。

過重労働を避け、健康障害を防止し
快適な職場環境を作りましょう！

長野産業保健総合支援センター
〒380-0935
長野市中御所1-16-11鈴正ビル2F
TEL 026-225-8533
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